

























平成 25 年 3 月 
研究代表者 渡邊典子 
（新潟青陵大学看護福祉心理学部看護学科教授） 











 Ⅰ 周産期における助産師の就労に関する研究動向と課題・・・・・・・11 
 Ⅱ 新潟県の周産期医療の動向・・・・・・・・・・・・・・・・・・・23 
 Ⅲ 助産師活用モデル参考のための訪問調査・・・・・・・・・・・・・32 
 Ⅳ 新潟県における病院に勤務する助産師の就労状況に関する調査・・・39 
 Ⅴ 新潟県における病院に勤務する助産師の就労に関する意識調査・・・54 

















   資料６ 産科医師、看護管理者、産科病棟師長、助産師への依頼文書 
   資料７ 研究協力の意思表明 Fax 文書 
   資料８ 研究参加の説明文書 
   資料９ インタビューの約束事 
   資料１０ 同意書 




























研究代表者：渡邊 典子 新潟青陵大学看護福祉心理学部看護学科教授 
研究分担者：小林美代子 新潟青陵大学看護福祉心理学部看護学科准教授 
      小林 正子 新潟青陵大学看護福祉心理学部看護学科助教 
      久保田美雪 新潟青陵大学看護福祉心理学部看護学科助手 
河内 浩美 新潟青陵大学看護福祉心理学部看護学科助手 
交付決定額 
（金額単位：円） 
 直接経費 間接経費 
平成 22 年度 400,000 120,000 
平成 23 年度 800,000 240,000 














勤務する助産師の実態調査．第 52 回日本母性衛生学会総会・学術集会，2011 年 9 月
30 日，京都 
２．小林正子、久保田美雪、河内浩美、渡邊典子、小林美代子：新潟県内における施設内
潜在助産師の実態．第 38 回新潟母性衛生学会学術集会，2011 年 11 月 12 日，新潟 
３．河内浩美、渡邊典子、小林美代子、小林正子、久保田美雪：周産期における助産師の
就労に関する研究動向と課題．第 53 回日本母性衛生学会総会・学術集会，2012 年 11
月 17 日，福岡 
４．久保田美雪、小林正子、河内浩美、小林美代子、渡邊典子：病院に勤務する助産師の
就労に関する意識調査(第１報)～助産師の専門性発揮に関する意識について～．第 53
回日本母性衛生学会総会・学術集会，2012 年 11 月 17 日，福岡 
５．小林正子、久保田美雪、渡邊典子、小林美代子、河内浩美：病院に勤務する助産師の
就労に関する意識調査(第 2 報)～施設内潜在助産師に関する意識について～．第 53 回
日本母性衛生学会総会・学術集会，2012 年 11 月 17 日，福岡 
６. 久保田美雪、小林正子、河内浩美、小林美代子、渡邊典子：病院に勤務する助産師の
専門性発揮に関する意識について～．第 39 回新潟母性衛生学会学術集会，2012 年 11
月 23 日，新潟 
７．久保田美雪、小林正子、渡邊典子、小林美代子、河内浩美：病院に勤務する助産師の
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きる院内助産や助産外来が推進されている。新潟県内において 2009（平成 21）年 4 月の
段階で 4 つの総合病院で助産外来の取り組みが始まっている。しかし、助産師のマンパワ
ー不足、産科医の考えなどの理由により実施するには至らない現状もある。 






答率 35.8％）、産科病棟師長および産科病棟勤務助産師 409 人（有効回答率 78.7％）、褥
































用」「助産師の働き方」をキーワードで 2010（平成 22）年 8 月、2011（平成 23）年 7 月
検索し、文献検討を行った。   






の 31 件が最も多かった。｢分類Ⅰ｣の対象文献は 63 件、「分類Ⅱ」の対象文献は 129 件で
あった。 
「分類Ⅰ」では、研究対象を助産師とした文献が 5 割弱を占め、研究方法は 7 割以上が
調査研究であった。原著論文 16 件、報告 12 件、会議録 30 件等であった。年代別件数は、
1994（平成 6）年の 1 件を筆頭に 2000（平成 12）年代以降、増加傾向となり 2007（平成
19）年の 10 件が最も多かった。研究対象は、助産師 30 件（47.6％）が最も多く、施設管
理者や看護管理者などの施設管理者 10 件（15.9％）であった。研究方法は、調査研究が
49 件（77.8%）と最も多く、質的記述研究が 11 件（17.5%）、文献検討 2 件（3.2%）であ
った。調査研究のうち 46 件が実態調査であり、周産期医療における現状や携わる医療者
の意識といった実態を明らかにしようとする研究が多くなされていた。研究視点では、周



























 最初に新潟県の出生に関する現状についてである。出生数は、第 2 次ベビーブーム期が
終了する 1974（昭和 49）年頃までは 4 万人前後で推移した。その後減少傾向となり 1985
（昭和 60）年には 3 万人を割り、2011（平成 23）年では、17667 人と緩やかな減少傾向
が続いている。出生率は、1955（昭和 30）年ころまでは全国平均より高かったが、それ
以降急速に減少し、2011（平成 23）年は 7.5 と全国平均が 8 台であるのに対し低く推移し
減少が続いている。合計特殊出生率は、全国に比べ 2000（平成 12）年頃までは本県のほ
うが 0.15 ポイント前後上回って推移していたが、その後急速に格差は縮まり、2008（平
成 20）年、2009（平成 21）年は 1.37 と同率となった。2010（平成 22）年は 1.43（全国
平均 1.39）、2011（平成 23）年 1.41（全国平均 1.39）と減少している。第 1 子出産時の
母親の年齢は、2005（平成 17）年以降 30～35 歳の割合が 25～29 歳を上回り、2010（平
成 22）年には 35.8％と最も多くなっている。出生の場所について病院と診療所での出生
数の割合を見ると、1998（平成 10）年に病院 68.5％と最も多く、その後診療所の割合が
増加し 2004（平成 16）年以降ほぼ半々となっている。 
次に出生に関わる医師と助産師の動向である。産科・産婦人科医師数は、全国同様減少





ている。2000（平成 12）年から 2010（平成 22）年の 10 年間で、診療所の助産師数は 58





















ねっと・ゆりかご」、茨城県日立市にある日立総合病院の産科病棟の 2 つを訪問調査した。 
（１）遠野市健康福祉の里 遠野市助産院ねっと・ゆりかご 









その第 1 ステップとして公設公営としての遠野市助産院ねっと・ゆりかごを開設した。 











2007（平成 19）年 7 月、産婦人科医師の引き上げが始まり、2009（平成 21）年 3 月で
引き上げる旨の通知を 2008（平成 20）年 5 月に受けた。それまで、日立総合病院で健診





（平成 20）年 7 月に母乳育児支援外来を開設した。また、医師が引き上げるまでの間、医
師へ働きかけて助産師外来、院内助産の開設準備を始めた。2009（平成 21）年 1 月、助
産師外来が本格的に始動したが、実質的な嫁動は同年 3 月までの 2 か月間だけであった。 
分娩取り扱い再開のめどがない中で、助産師のモチベーションの維持、助産業務の継続、
帰属意識の向上を目的に、日立総合病院看護職の院外研修制度を助産師も活用できるよう







2010（平成 12）年 1 月末、産婦人科医師の赴任が突然決定、同年 4 月、分娩取り扱いが
再開された。 
 この訪問調査では、産婦人科医師の引き上げによる分娩取扱い休止期間中の看護管理者











科」もしくは「婦人科」を有する 43 施設の看護管理者 43 人のうち、本研究に同意が得ら
れた 34 施設の看護管理者 34 人（有効回答率 79.1％）であった。調査方法は、無記名自己
記入式質問紙を用いた質問紙調査とした。調査項目は、1）施設の概要、2）産科病棟があ
る病院の助産師の就労状況、3）産科病棟がない（廃棟した）病院の助産師の就労状況で
ある。調査期間は 2010 年 11 月 20 日～12 月 15 日。「施設内潜在助産師」という用語につ
いて、助産師免許を有している就業者のうち、病院に勤務しているが助産師業務（妊娠期・
分娩期・産褥期に関わる業務）を行なっていない助産師と定義した。 
 施設の概要は、設置主体は、「国公立」15 施設（44.1％）が最も多く、病床数は平均 306.1
（最小 53、最大 825）。産科病棟有り 22 施設（64.7％）、産科病棟無し 12 施設（35.3％）
であった。全体の就業助産師数 429 人、産科病棟有り 397 人（最小 5 人、最大 55 人、平
均 18 人）、産科病棟無し 32 人（最小 0 人、最大 8 人、平均 2.7 人）であった。 
 助産師の就労状況では、94 人（21.9％）（産科病棟有り 22 施設中 11 施設 62 人、産科





師数の関係をみると、分娩件数 0～249 件／年の病院は 3 施設で 1 人、250～499 件／年の
病院は 4 施設で 6.8 人、500 件以上／年の病院は 4 施設で 8.0 人と年間分娩件数の多い病
院ほど施設内潜在助産師が多かった。産科病棟無し（11 施設）について、産科病棟の廃棟
時期は、1998 年から始まっており、2002 年～2006 年がピークであった。廃棟理由は「産
科医師の不足」が最も多く、次いで「分娩件数の減少」であった。助産師の所属部署は、
「病棟」7 施設が最も多く、次いで「婦人科外来」であった。 
 本研究結果は、新潟県内全域を対象とし、分娩を取り扱っている 25 施設のうちの 22 施
設の回答であり、県内全域の現状を示す結果であると解釈できた。また、施設内潜在助産












もしくは「婦人科」を有する 43 施設 483 人のうち本研究に同意が得られた 247 人（有効



























































































































院が 7 割である 1)2)。坂梨らの調査によると、全国 150 床以上を有し産婦人科を有する病
院における助産師の約 2 割弱が産科関連部署以外に配属されており 3)、また、産科を有す
る総合病院の産科混合病棟の割合は 7 割を超え、婦人科以外の他科との混合病棟に所属す











 『医中誌 Web』及び『JDreamⅡ』を利用し 1983（昭和 58）年～2011（平成 23）年 6
月まで、keyword「周産期医療」「助産師の就業」「助産師の活用」「助産師の働き方」を用
いて文献を検索した。 







対象文献は 63 件であり、原著論文 16 件、報告 12 件、会議録 30 件等であった。掲載雑





あった。年代別件数は、1994（平成 6）年の 1 件を筆頭に 2000（平成 12）年代以降にか




研究方法は、調査研究が 49 件（77.8%）と最も多く、質的記述研究が 11 件（17.5%）、


























 年代別件数は、1984（昭和 59）年～1980（昭和 55）年代後半にかけ年間 3～4 件、1993










































































































































1984（4） ペリネイタルケア 特集 助産婦業務をめぐる諸問題 
1986（4） ペリネイタルケア 特集 これからの助産婦とその役割 
1987（3） ペリネイタルケア 特集 助産婦外来を考える 
1993（9） 助産婦雑誌 特集 助産婦外来 
1994（7） 
周産期医学 特集 周産期医療システムの未来学 
ペリネイタルケア 特集 助産婦と産科医／新しいパートナーシップ 
1995（1） ペリネイタルケア 特集 勤務助産婦のこれからを考える ー座談会ー 
1996（1） 助産婦雑誌 特集 がんばれ中堅助産婦 
1997（４） 
周産期医学 特集 周産期におけるチーム医療 
ペリネイタルケア シンポジウム 助産婦の自立 
1998（2） 周産期医学 特集 自然分娩を考える 
2000（2） ペリネイタルケア 特集 安全で満足な分娩における助産婦の役割 
2001（2） 
助産婦雑誌 特集 女性の産む力を引き出すケア 
周産期医学 特集 21 世紀の周産期医療 
2004（12） 
助産婦雑誌 
特集 混合化する産科病棟 地域格差と時代の要請を超える「鍵」の在り処 




2005（3） 周産期医学 特集 これからの周産期医療を考える 
2006（11） 助産雑誌 




特集 産科閉鎖の危機に際してすべきこと 助産師の力でお産を守ろう 
特集 助産師外来開設のストラテジー 
ペリネイタルケア 連載 地域周産期医療システムの再デザイン 
2008（18） 




2009（4） ペリネイタルケア シンポジウム 「これからの助産師像」 
2010（5） 周産期医学 特集 妊婦健診・分娩体制を再考する 


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 2003（平成 15）年に実施された日本助産師会の調査 38)によると、産科が混合病棟に編
成されている病棟は全体の 91.4％であり、そのうち婦人科以外であるのは 74.7％を占める



































と院内助産の設置数は、2008（平成 20）年には助産外来 272 施設、院内助産 31 施設であ





















を基に、1983（昭和 58）年から 2011（平成 23）年までの国内文献 192 件を収集し、文
献の性質より分類ⅠおよびⅡに分類し検討した。 
その結果、研究動向において、文献数は 2000（平成 12）年代以降にかけ増加傾向とな
り、2007（平成 19）年の 31 件が最も多かった。「分類Ⅰ」の 63 文献では、研究対象を助














































































































































































































①我が国の年間の出生数は、第 1 次ベビーブーム期には約 270 万人、第 2 次ベビーブーム
期には約 200万人であったが、1975（昭和 50）年に 200万人を割り、その後は毎年減少し
続けた。1984（昭和 59）年には 150万人を割り込み、1991（平成 3）年以降は増加と減少
を繰り返しながら、緩やかな減少傾向となっている。2010（平成 22）年の出生数は前年度
より増加したものの、2011（平成 23）年、2012（平成 24）年（概算）と減少している。 
新潟県においても、第 2次ベビーブームが終了する 1974（昭和 49）年頃までは 4万人前後
で推移したがその後減少傾向となり、1985（昭和 60）年には約 2万 9千人と 3万人を割り




に減少して全国平均よりも低くなり、一旦 1985（昭和 60）年に 11.8（人口千対）で全国平




（平成 21）年は 1.37 と同率となった。2010（平成 22）年は 1.43 と全国平均 1.39 に比べ
上昇したが、2011（平成 23）年は 1.41 と減少した（図 2）。現在の数値は全国平均と差が
なくなってきているが、1980（昭和 55）年を基準（100）とした指標では、2010（平成 22）
年が全国 79.4に対し、新潟県は 76.3と都道府県別では 41位となっている（図 3）。年齢構
成比による影響を受ける出生率が低いだけでなく、出産可能年齢における出生も減少が進
んでいるといえる。 















































































①第 1 子の出産時の母親の年齢の全国平均は、1975（昭和 50）年は 25.7 歳であったが、
年々高齢化し 2011（平成 23）年には 30.1歳となっている。つまりこの 35年余りで 4.6歳
高くなっている。また、母親の年齢階級別に出生数をみると、全国では 30歳未満の出生の
割合が 1970（昭和 45）年では 76.7％であったが、年々減少し 2000（平成 12）年では 54.8％、
その後も減少が続き、2010（平成 22）年では 40.3％となっている。新潟県も同様の傾向で
あり、全国平均と比較した場合、25～29 才の割合が 2％前後高いものの、2005（平成 17）
年以降は 30～35 歳の出生の割合が 25～29 歳の出生の割合を上回り、2010（平成 22）年
には 35.8％と最も多く、25～29歳は 30.5％で 2番目となっている（図 4）。 
 また、新潟県の平均出産年齢は、1950（昭和 25）年 30.10 歳であったが、1960（昭和
35）年 27.92歳となった。その後、多少の上下はあるが、2010（平成 22）年で 30.35歳と
上昇してきており鈍化傾向にある。都道府県別では高いほうから 16位である。 
②出生順位別に出生の割合をみると、全国では第 1児の割合が 1970（昭和 45）年では 44.7％
であったが、2010（平成 22）年には 47.4％と増加傾向にある。新潟県においても同様な傾
















①出生の場所は、全国では 1950（昭和 25）年で自宅・その他が 95.4％とほとんどを占め
ていたが、1960（昭和 35）年には 49.9％と約半数になった。自宅出産の多くは助産師が携
わったものであるが、同じく助産師が関わる助産所での出生を入れても、58.5％であった。





























宅 53.2％、病院・診療所 46.8％とほぼ半々になり、その後逆転し 1970（昭和 45）年には、
病院・診療所が 89.3％、助産所・自宅は 10.7％となり、2010（平成 22）年には助産所・自


























人であったものが 2004（平成 16）年では 168 人と 38 人減少したが、その後は 2010（平
成 22）年で 165人と横ばいとなっている。それでも新潟県の産科・産婦人科医師数は、2010



















































和 42）年（－241人）であり、平成に入ってからは 2006（平成 18）年（－82人）であっ
た。1962（昭和 37）年から 1967（昭和 42）年頃は、それまで大半を占めていた自宅分娩
が急速に減少し、自宅や助産所を含んだ出生数が、半数から 1/4と減少した時期と重なり合
う。2006（平成 18）年については、病院での減少が目立ち、逆に診療所は増加している。



























































成 22）年の 10年間で、診療所の助産師数は 58人から 151人と 3倍になっている。しかし、
2010（平成 22）年の病院と診療所での出生数はほぼ同じであるのに対し、診療所の助産師














図8．新潟県助産師数  就業場所別年次推移 






助産師は他の看護職に比べ 60歳以上の割合が多い。1972（昭和 47）年～1986（昭和 61）
年にかけて、60 歳以上の助産師の割合が約 40～50％に増加した後、減少に転じ 2010（平
成 22）年では 10％以下（8.4）になった。1972（昭和 47）年では、助産所の助産師数が全
体の 73.8％であることから、この時点では開業助産師が、60歳以上の年代以外にも多くい
たことが推測される。30歳代は、1972（昭和 47）年 5.1％、1984（昭和 59）年 6.8％と大
きく変わらなかったが、その後、1985（昭和 60）年代から平成にかけて増加し、2010（平
成 22）年では 27.1％と大きく増加した。40歳代は、1972（昭和 47）年では 19.8％、その





































































の病院と診療所での就業数を比較すると病院が 6249 人、診療所が 4403人となっており、
診療所の医師の占める割合は合計数の 41.3％であった 3）。同年の出生数が病院 555277 人、












 一方、1972（昭和 47）年頃の助産師の就業場所をみると、開業の割合が約 75％であり、
60歳以上の助産師が 40％未満であったことから、その頃の開業助産師の構成年齢は、必ず
しも年齢が高いものだけではなかったことが推測される。しかし、現在の就業場所を年齢























                                                   
1） www.ipss.go.jp/pp-shicyoson/j/shicyosonB/1kouhyo/yoshi.pdf 国立社会保障・人口問













































1．日時：平成 22年 12月 15日 13：30～16：00 
 
2．訪問先：遠野市松崎町白岩字薬研淵 4-1 
      遠野市健康福祉の里 



























































いる。2009（平成 21）年度の相談者数は、来所対応 203人、電話対応 128人であった。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
③助産業務 
乳房管理、褥婦健診、新生児健診、沐浴指導などを実施。平成 21 年度の実施状況は、
乳房管理 20人、新生児健診 24人などであった。 
④健康教育 
助産院監督医来所による妊婦教室の開催、妊婦訪問、両親教室の開催、性教育等を実施
している。2009（平成 21）年度の実施状況は、立ち寄り 134人、妊婦訪問 94人、妊産婦・
















































































1. 日時：2011（平成 23）年 1月 24日 13：30～16：00 
2. 訪問先：茨城県日立城南町 2丁目 1－1 日立総合病院 産科病棟 
3. インタビュー内容 
1） 分娩取り扱い休止までの経過 
 日立総合病院は 1938（昭和 13）年に開設され、茨城県の県北に位置する 561床（内 100
床がんセンター）18診療科を有する総合病院である。 
総合周産期母子医療センターは 1992（平成 4）年に設置された。当時茨城県は 4ブロッ
クに分けられ、県北もメインブロックとして周産期医療の中核を担っていた。しかし、2006




2007（平成 19）年 7 月、産婦人科医師引き上げの動きが始まり、8 人いた医師が 4 人
になった。その後、2008（平成 20）年 3 月をもって日立総合病院の産婦人科医師を大学
病院に引き上げるという緊急勧告を受けた。対応困難と思われた要求内容に、行政を交え
て応じることで、産婦人科医師の引き上げは撤回されたが、2008（平成 20）年 5月には、














基準を決め、助産師だけでの分娩介助を実施した。2009（平成 21）年 1 月助産師外来が












研修方法は、希望した 12 人の助産師を経験 4 年以上と 4 年未満のグループに分け、4












2010（平成 22）年 1月末、分娩取り扱い休止前の派遣元とは違う大学病院から 3人（う































 日立総合病院では 2012（平成 24）年 10月より救急救命センターとして診療を開始する
予定である。救命センターは第 3次救急医療への対応を図るとともに、現在の産科病棟に


























































新潟県は、本州日本海側に位置しており、総面積は全国順位 5 位と広く、離島が 2 つ、
南北に長大で、都市部と過疎部の地域が存在するという地理的特徴がある 1）。2010 年の
人口は約 230万人で、合計特殊出生率は 1.41と全国平均 1.39に比べやや高いが、出生率
は（人口千人当たり）は 7.5 と全国平均 8.3 に比べ低い。老年人口は、26.4%と全国平均
23.3%に比べ高く、少子高齢化が顕著となっている 2）。 
新潟県の 2010（平成 22）年の周産期医療の現状 3）をみると、分娩を取り扱うことがで
きる医療機関は、病院が 25施設、診療所が 24施設、助産所が 5施設の計 54施設であり、
分娩施設のない市町村は 31 市町村中 14 市町村である。新潟県の医師数（人口 10 万人当
たり）4）は、177.2人で全国順位 44位と少ない。特に、周産期医療に携わる産科・産婦人
科、小児科、麻酔科の医師数が不足しており、出産や救急医療への影響が懸念されている。
その半面、就業助産師数（人口 10万人当たり）5）は 32.1人と多く、全国順位 1位となっ



















「婦人科」を有する 43 施設の看護管理者 43 人のうち、本研究に同意が得られた 34 施設
















2010（平成 22）年 11月 20日～12月 15日 
6. 分析方法  
















数は、最小 53床、最大 825床、平均 306.1床であった。 
産科病棟の有無は、産科病棟がある病院 22施設（64.7%）、産科病棟がない病院 12施設
（35.3%）であった。就業助産師の全体数は 429 人であった。産科病棟がある病院 22 施
設では合計 397 人（最小 5 人、最大 55 人、平均 18 人）、産科病棟がない病院 12 施設で








を配属している病院は 22 施設、合計 335 人であった。産科関連部署以外に助産師を配属









対象施設の 2009年度の年間分娩件数は、最小 76件、最大 1,141件、平均 384.8件であ
った。年間分娩件数と施設の関係をみると、分娩件数 0～249件／年は 9施設、250～499
件／年は 7施設、500件以上／年は 6施設であった。 
年間分娩件数と平均就業助産師数をみると、分娩件数 0～249 件／年の病院は 9.1 人、
分娩件数 250～499件／年の病院は 18.6人、分娩件数 500 件以上／年の病院は 30.8 人で
あった。年間分娩件数と産科関連部署に配属している平均就業助産師数をみると、分娩件
数 0～249件／年の病院は 8.7 人、分娩件数 250～499件／年の病院は 14.7 人、分娩件数
500件以上／年の病院は 25.5人であった。年間分娩件数と平均就業施設内潜在助産師数の
関係をみると、分娩件数 0～249件／年の病院は 3施設で 1人、250～499件／年の病院は










助産師の新規採用の予定について、分娩件数 0～249 件／年の病院は 8 施設で採用予定


































助産師の必要数について、日本医師会 15）は、助産師の必要数を 1 分娩機関あたり助産
師 6～8 人が必要としている。日本医師会の算定に準じて必要な助産師数を計算すると、
新潟県の産科のある病院 22 施設に必要な助産師数は 176 人となる。就業助産師数は 397
人であることから、新潟県の産科のある病院の助産師は必要数を満たしていると言える。
さらに、施設内潜在助産師が 62人を除いても 335 人と必要な助産数 176人を上回ってお
り、新潟県の病院では、必要最低限の助産師数は満たしているといえる。平澤 16）は、女
性が安全で快適に出産できることを前提にした助産師必要数として、1 人の助産師が 1 年

















































年から始まり、2002（平成 14）年から 2006（平成 18）年がピークであった。大賀ら 21）










































12）公益社団法人日本看護協会.助産関連平成 23年度事業報告/平成 24年度事業計画． 
http://www.nurse.or.jp/home/innaijyosan/pdf/h24.pdf（アクセス：2013年2月12日） 




































































































無 6 8 1人 8 1人 0人
0～249件
. .
有 3 10.6人 9.6人 1.0人
250～499
件
無 3 8.6人 8.6人 0人
有 4 26.1人 19.3人 6.8人
































































































































































































































新潟県のホームページから「新潟県病院名簿」 に記載されている 131 施設のうち、診
療科に「産婦人科」もしくは「婦人科」を有する 43 施設の看護部長へ電話で本研究の協
























2011（平成 23）年 9月～11月 
6. 分析方法 














1. 対象の属性（表 1） 
表 1 対象の属性（N=247） 
年齢 平均年齢 40.27歳（SD±10.46） 
最小値 22歳、最大値 60歳 
年代別 20代 21.9%、30代 23.1%、40代 30.0%、50代 23.1% 
臨床経験  
・助産業務に従事経験あり 241人（97.6%）、平均従事年数 10.53年（SD±9.6） 






























































全くそう思う そう思う あまり思わない 思わない 無回答 


























































































全くそう思う そう思う あまり思わない 思わない 無回答 
図 4 専門性発揮のとらえ方（産科病棟単科部署）n=42 

























































































全くそう思う そう思う あまり思わない 思わない 無回答 
図 6 専門性発揮のとらえ方（産科以外の部署）n=47 











 表 2 専門性を妨げている要因（自由記載）160件 







・医師の方針、考え方の違い  ・管理者、上司の理解不足 





・混合病棟で看護業務が多い  ・混合病棟での助産業務やりづらさ 
・常に助産業務を優先できない ・スタッフ不足による業務の多忙 
・疾患のある患者が優先され母子のケアは必要ではないと思われている 





・自分自身の意欲の低下  ・自らの未熟性、経験不足 
・同じ思いの助産師がいない  ・専門性を発揮する場がない 






・産科閉鎖であってもその病院で働き続けなければならない  他 
その他 12件 
・自分自身の生活の基盤や収入  ・人間関係、勤務体制のストレス 















 知っているは 118人（47.8%）、名前だけ聞いたことがあるは 60人（24.3%）、知らない



































































全くそう思う そう思う あまり思わない 思わない 無回答 
図 8 施設内潜在助産師に関する意識（全体）n=247 
61 
 



























































全くそう思う そう思う あまり思わない 思わない 無回答 





































































































全くそう思う そう思う あまり思わない 思わない 無回答 
図 10 施設内潜在助産師に関する意識（産科と他科の混合部署）n=158 













・妊婦保健指導  ・助産外来   ・院内助産 
・母乳外来（授乳外来） ・産後学級の開設   ・更年期指導        






・他科を経験して疾患合併妊産婦の強みとする    
・助産師としてスキルアップできる業務につく   
・助産師のレベルアップにつなげるため、計画的に期間限定で経験項目をリス





他施設への派遣 10件 ・助産の不足している病院に派遣  ・系列病院への転勤や助勤  他 
院内の産科病棟 
多忙時の助勤 




・妊婦訪問  ・新生児訪問  ・1か月健診  ・行政とのパイプ役  





・産科スタッフの定数増加   他 
個人で活用方法
を考える 
5件 ・その人の得意とする分野で活躍する  ・本人の能力に応じて考える 他 

















































































・ 「助産師として専門性を発揮した仕事をしている」としたのは、全体では 5 割程
度であった。所属部署別で最も多いのは産科と他科の混合部署が約 6割であった。 





















・ 施設内潜在助産師の活用方法についての自由記載は 9項目に分類され、特に「助 
産師業務の拡大」「他科での経験をスキルアップとして産科業務に役立てる」「産 
科関連部署をローテーションする」が多かった。 






























































































6.4  10.6 10.6 27.7 44.7
産科病棟に関係ない部署
（ｎ＝47）
全くそう思う そう思う あまり思わない 思わない 無回答
3ー1）助産師の専門性発揮のとらえ方 ＜全体＞









































14.3 38.1 26.2 4.8 16.7

































全くそう思う そう思う あまり思わない 思わない 無回答
3－2）助産師の専門性発揮のとらえ方 ＜所属部署別＞
助産師として自分のしたいケアを提供できているか？
16.7 54.8 11.9 16.7





































2.4 26.2 38.1 16.7 16.7























































































































方 法 ； 郵送法による自記式質問紙調査


















① 産科病棟単科部署・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 42人 （17％）
② 産科と他科の混合部署・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 158人 （64％）












































































































全くそう思う そう思う あまり思わない 思わない 無回答



































全くそう思う そう思う あまり思わない 思わない 無回答







































業務命令なら仕方がない 全くそう思う そう思う あまり思わない 思わない 無回答
.

































他施設への派遣 10件 助産の不足している病院に派遣 系列病院への転勤や助勤 他
院内の産科病棟
多忙時の助勤
9件 緊急時や多忙時の手伝い 産科病棟の夜勤 乳房ケア 他
地域での訪問、指導 8件 妊婦訪問 新生児訪問 1か月健診 行政とのパイプ役 性教育 出前講座 他
産科の人員配置の増加 8件 新生児を入院患者数に入れる 産科スタッフの定数増加 産科業務は助産師が行う 他
個人で活用方法を考える 5件 その人の得意とする分野で活躍する 本人の能力に応じて考える 他



































































































 本調査の趣旨を説明し同意の得られた産科医師 7人、看護管理者 5人、助産師 4人の合
計 16人である。 
２．調査方法 































































 対象者は、病院勤務の産科医師 4人と診療所勤務の産科医師 3人の合計 7人、看護管理
者 5 人、助産師 4 人の合計 16 人である。看護管理者および助産師は、現在または過去に
全て病院に勤務していた。 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































   













   






































































































































   
   












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































施設長 様                               
                                新潟青陵大学 
看護福祉心理学部看護学科 





































                              ＜問い合わせ先＞ 
                              新潟青陵大学看護福祉心理学部看護学科 
                              渡邊 典子 
                              TEL・FAX 025-266-9617   










1．設置主体はどれですか。  ① 国公立    ② 医療法人   ③その他（      ） 
2．病床数は何床ですか。   （        ）床 
3．産科病棟はありますか。    ① ある   ・・・・4 の質問にお進みください。 
                        ② 廃棟した ・・・・5 の質問にお進みください。 
4. 1）～6）の質問にお答えください。 
＊下記の質問で、産科関連部署とは、産科病棟・産科外来・ＮＩＣＵを言います。 
 1）平成 21 年度の年間分娩件数は何件ですか。             （     ）件 
＊在籍する助産師数は、産前産後休暇・育児休暇・療養休暇中の人も含めた人数をお書きください。 
2）現在、病院に在籍している常勤の助産師は何人ですか。       （     ）人  
3）現在、産科関連部署に在籍している常勤の助産師は何人ですか。   （     ）人   
4）現在、産科関連部署以外に在籍している常勤の助産師は何人ですか。 （     ）人   
5）助産師を産科関連部署以外に配置する理由は何ですか。（複数回答可） 
    ① 助産師の知識、技術向上のため   ② 資格による区別をしていないため 
③ 助産師自身に他部署配属の希望があるため   ④その他（           ） 
    6）今後、助産師の新規採用予定はありますか。  ① なし  ② あり  
            『あり』と答えた方、その理由は何ですか。 
   ① 分娩数増加のため    ② 助産業務（助産師外来など）拡大のため  
③ 定員不足のため     ④ その他（              ） 
5   1）～5）の質問にお答えください。 
   1) 産科病棟の廃棟はいつですか。（     ）年 
    2）廃棟の理由は何ですか。（複数回答可） 
     ① 産科医師の不足 ② 分娩件数の減少 ③ 助産師不足   
④ その他（         ） 
   3）現在も病院に在籍している常勤の助産師は何人ですか。 
産前産後休暇・育児休暇・療養休暇中も含めた人数をお書きください。（     ）人  
   4）3）の助産師の勤務場所はどこですか。（複数回答可） 
     ① 産科外来  ② 婦人科外来  ③ 母乳外来  
 ④ 病棟    ⑤ 産科・婦人科以外の外来   ⑥ その他（        ） 
  5）今後、助産師の新規採用予定はありますか。 ① なし  ② あり  











      施設長 
                                     平成 22 年 8 月吉日 
                                  新潟青陵大学 


































































                          
                   ＜連絡先＞〒951-8141 新潟市中央区水道町 1－5939 
  新潟青陵大学看護福祉心理学部看護学科 










      看護部長 
                                     平成 22 年 8 月吉日 
                                  新潟青陵大学 


































































                          
                   ＜連絡先＞〒951-8141 新潟市中央区水道町 1－5939 
  新潟青陵大学看護福祉心理学部看護学科 















  時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 
   このたび、新潟青陵大学では、上記調査研究課題について、平成 22 年度科学研究費補助金基盤研究C に採択さ
れ、調査研究を実施することになりました。 
  本研究の目的は、施設内潜在助産師を有効に活用するための支援モデル提案に関わる研究の基礎資料として、 
 病院に勤務する助産師の専門性発揮および施設内潜在助産師に関する意識などの実態を調査することです。 




















平成 22年 10月 
                       調査代表者 新潟青陵大学 渡邊 典子 
                       連絡先  〒951-8141 新潟市中央区水道町 1－5939 
                              新潟青陵大学看護福祉心理学部看護学科 
                               渡邊典子 TEL；025（266）9617 
 






該当する番号に○、あるいは（   ）に数字・言葉をご記入ください。 
 
問 1. 年齢  （     ）歳
 
    
問 2. 助産師としての専門学歴について 
①助産師学校   ②短大専攻科、別科   ③保健師助産師学校（保助科）   ④看護系大学 
⑤大学専攻科    ⑥大学別科       ⑦大学院（助産師基礎教育課程）  
  
問 3. 臨床経験について  
 
   1）看護業務に従事したことの有無    ①有 
                         従事した年数；   年  か月 
・ ②無 
2）助産業務に従事したことの有無    ①有 
                         従事した年数；   年  か月 
・ ②無 
3）助産師外来に従事したことの有無    ①有 
                         従事した年数；   年  か月 
・ ②無 
 
問 4. 1）これまで介助した分娩件数             
2）2010 年 1 月～12 月に介助した分娩件数        
（       ）件 
 
（        ）件 
問 5. 現在の勤務場所について 
   1）設置主体； ①国公立   ②医療法人   ③その他 
   2）病院全体の病床数； 
   3）産科病棟の有無； ①産科病棟が単科である    → 2010 年 1 月～12 月の
（      ）床 
②産科と他科の混合病棟がある → 2010 年 1 月～12 月の
分娩件数      件 
              ③産科病棟がない 
分娩件数      件 
   4）勤務状況； ①常勤職員   ②非常勤職員   ③その他（             ） 
5）所属先； ①産科外来 ②婦人科外来  ③母乳外来  ④産科・婦人科以外の外来   ⑤産科病棟   
⑥産婦人科病棟  ⑦産科または産婦人科と他科の混合病棟  ⑧NICU 
    ⑧産科・婦人科以外の病棟    ⑨産科関連以外の混合病棟   ⑩手術室    
⑪その他（                ） 
6）所属先以外に従事している部署の有無； ①有 
                      ↓ 




                                        
＊ここでの助産業務とは、妊娠・分娩・産褥・新生児（NICU を除く）に関わる業務を示す。 
＊看護業務と助産業務を同時に行っている場合（混合病棟など）は、看護業務と助産業務の年数を重ねて 
カウントする。（例：混合病棟（産婦人科と内科）に 3 年勤務 → 看護業務 3 年、助産業務 3 年） 
所属先以外に従事している部署（複数回答可）； 
①産科外来  ②婦人科外来   ③母乳外来 ④産科・婦人科以外の外来   
⑤産科病棟  ⑥産婦人科病棟 ⑦NICU   ⑧産科・婦人科以外の病棟 
⑨手術室   ⑩その他（                ） 
 
 










  その理由；（                           ） 
1 2 3 4 
②現在、助産師として自分のモデルとなるような助産師がいる 1 2 3 4 
③現在、助産師として自分の仕事に満足している 1 2 3 4 
④現在、助産師として自分のしたいケアを提供できている 1 2 3 4 
⑤現在、助産師としての視点で関っている 1 2 3 4 
⑥現在、助産師として医師と連携して仕事ができている 1 2 3 4 
⑦現在、助産師として将来に展望を持って仕事をしている 1 2 3 4 
  






問 8. 施設内潜在助産師という言葉を知っていますか？ 
①知っている   ②名前だけ聞いたことがある    ③知らない 
 
問 9. 「施設内潜在助産師」とは、施設（病院）に勤務しているが妊娠・分娩・産褥・新生児期に関わっていない助
産師のことを言います。あなたの勤務先の病院には、施設内潜在助産師がいますか？   
  ①いる     ②いない   ③分からない 
 










①助産師の専門性が発揮できず、もったいない。 1 2 3 4 
②産科病棟以外で働くことは勉強になり、助産師として必要。 1 2 3 4 
③就労条件が合わなければ、施設内潜在助産師になっても、仕方がない。 1 2 3 4 
④本人の意思や希望ならよい。 1 2 3 4 
⑤業務命令なら、仕方がない。 1 2 3 4 
⑥助産師は、妊娠・分娩・産褥・新生児期に関わる仕事をすべき。 1 2 3 4 
⑦自分は、産科以外では働きたくない（施設内潜在助産師になりたくない）。 1 2 3 4 
⑧施設内潜在助産師になることは、助産師の資格を無視している。 1 2 3 4 
 
 










問 12. 看護業務に従事してもよいと思う理由として、当てはまるもの全てに○をつけてください。（複数回答） 
   ①病院（看護部）の方針  ②産科病棟の閉鎖、休止  ③出産・育児  ④結婚  ⑤他分野への興味 
    ⑥スキルアップ   ⑦産科病棟で働くことが怖い   ⑧体力の限界 
⑨看護業務に従事してもよいと思う理由は、ない。 
⑩その他（                          ） 
 
問 13. 看護業務のみに従事する期間は、どのくらいが妥当だと考えますか？ 
    期間；（    ）年位 
    その理由；（                               ） 
      
問 14. 助産業務に全く従事できなくなったら、どうしますか？ 
      ①そのまま勤務（その理由；                        ） 
   ②退職を考える（その理由；                     ）   
③その他（                                 ） 




























研究代表者 渡邊 典子 





























（１）対象：本研究の趣旨を説明し同意の得られた産科医 6 人程度 
（２）調査期間：平成 23 年 12 月～平成 24 年 2 月 





































小林正子  （新潟青陵大学看護福祉心理学部看護学科） 







この研究は平成 22～24 年度科学研究費補助金基盤研究C の助成を受けて行っております。 
 
 
平成 23 年 12 月吉日 
○○法人 ○○院 
看護部長      様 



































（１）対象：本研究の趣旨を説明し同意の得られた病院看護管理者 6 人程度。  


































小林正子  （新潟青陵大学看護福祉心理学部看護学科） 



















研究代表者 渡邊 典子 
































（２）調査期間：平成 23 年 12 月～2 月 

































小林正子  （新潟青陵大学看護福祉心理学部看護学科） 





















研究代表者 渡邊 典子 





























（１）対象：本研究の趣旨を説明し同意の得られた助産師 6 人程度 
（２）調査期間：平成 23 年 12 月～平成 24 年 2 月 


































小林正子  （新潟青陵大学看護福祉心理学部看護学科） 
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連絡先：新潟市中央区水道町 1-5939 
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メールアドレス：noriko@n-seiryo.ac.jp 
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